




����� �























����� �













�

�

�























����� �





第６章 将来像の実現に向けた施策 
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視点 将来像 基本施策 個別施策

1-1　汚水管渠の整備

1-2　接続促進の取組

1-3　適正な水質の維持に向けた取組

2-1　下水道施設の利活用

2-2　脱炭素社会の実現に向けた取組

3-1　雨水渠の整備

3-2　浸水被害の解消

4-1　重要な管渠の地震対策

4-2　中継ポンプ場等の地震対策

5-1　多様な災害への対応

5-2　危機管理体制の充実

6-1　下水道施設の長寿命化対策

6-2　下水道施設の維持管理の充実

7-1　ストックマネジメントの実施

7-2　経営戦略の取組

7-3　広域連携に関する取組

8-1　資産の有効活用

8-2　公民連携の推進

8-3　デジタル技術の活用

9-1　不明水の浸入防止対策

9-2　下水道管理センターの適正な運用

10　お客様サービスの向上 10-1　窓口サービスの向上

11-１　技術の継承

11-2　人材の有効活用

12-1　下水道事業への理解・啓発

12-2　積極的な情報発信

13　豊かな水環境の創造 13-1　自然や環境に配慮した雨水渠整備

環境
快適な暮らしの
実現

1　公共用水域の水質保全

2　環境に配慮した取組

強靭
災害に強い
下水道

3　浸水被害のリスク軽減

4　下水道施設の地震対策

5　危機管理対応の強化

6　適正な汚水処理

創造
新しい価値の
創造

12　情報発信の充実

持続
健全経営を保つ
下水道

7　健全経営の維持

8　効率的な維持管理の推進

9　不明水への対策

11　組織力の維持向上

③雨水渠整備事業

⑥長寿命化事業

④地震対策事業

⑫不明水対策事業

⑭下水道広報事業

②下水道接続促進

事業

⑦健全経営確保事業

⑨酒匂川流域下水道

維持管理負担事業

人口普及率 83.1％→84.2％

下水道処理区域人口／行政区域内人口×100

全体計画に対する面積普及率 88.2％→90.8％

下水道整備済み面積／全体計画区域面積×100

水洗化率 93.8％→95.0％

水洗便所設置済人口／処理区域内人口×100

雨水渠幹線整備率 56.4％→64.5％

雨水渠幹線整備延長／雨水渠幹線計画延長×100

⑤危機対策事業

⑪下水道管路包括的

維持管理事業

重要な管渠の耐震化率 41.6％→100.0％

重要な管渠の耐震化済み延長／重要な管渠延長×100

中継ポンプ場の耐震化率 62.5％→100％

耐震性能を有する建築構造物／全体の建築構造物×100

重要な管渠以外の陶管の改築率 7.5％→40.3％

重要な管渠以外の陶管の改築延長／重要な管渠以外の

陶管延長×100

経常収支比率 103.4％→100％

（営業収益＋営業外収益）／

（営業費用＋営業外費用）×100

インスタグラムアカウントのフォロワー数 0人→500人

⑩不要施設撤去事業
不要施設撤去率 20％→80％

不要施設の撤去数／不要施設数×100

⑬小田原市デザイン

マンホール蓋設置

事業

⑧下水道使用料等

賦課徴収事業

個別事業ごとの成果指標

（Ｒ２末→Ｒ１３末）
個別事業

①汚水管渠整備事業
土地利用の動向等に合わせた

汚水管渠の整備を実施する事業

水洗化工事費に対する補助金

交付等を行う事業

浸水実績などを踏まえ、計画的

に雨水渠の整備を実施する事業

重要な管渠や中継ポンプ場等の

地震対策を実施する事業

施設の停電対策や災害時の体制

強化を図る事業

老朽化した下水道施設の計画的

な改築・更新を実施する事業

経営状況の把握と分析や、下水

道使用料の検討等に関する事業

下水道使用料等の適正な徴収に

関する事業

酒匂川流域下水道の負担金など

に関する事業

下水道管路包括的維持管理に

関する事業

不明水の削減に関する事業

寿町終末処理場で使用していた

不要施設を撤去する事業

一般からの申請により自由なデ

ザイン蓋を街中に配置する事業

マンホールカードの配布やインス

タグラム等に関する事業

R13
完了

R6
完了

R4～R8
R９～

第１期

第２期


